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第一部 【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

回次
第106期
第2四半期

連結累計期間

第107期
第2四半期

連結累計期間
第106期

会計期間
自2022年4月1日
 至2022年9月30日

自2023年4月1日
 至2023年9月30日

自2022年4月1日
 至2023年3月31日

売上高 （百万円） 32,652 37,133 67,047

経常利益 （百万円） 1,362 2,064 2,207

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 974 1,584 958

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,463 4,940 3,857

純資産額 （百万円） 73,609 75,210 71,184

総資産額 （百万円） 91,786 94,562 91,005

1株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 21.66 35.23 21.31

潜在株式調整後1株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 73.2 72.4 71.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,794 4,334 4,065

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △516 △950 △1,257

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,018 △1,065 △2,072

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 19,542 20,802 17,481

 

回次
第106期
第2四半期

連結会計期間

第107期
第2四半期

連結会計期間

会計期間
自2022年7月1日
 至2022年9月30日

自2023年7月1日
 至2023年9月30日

1株当たり四半期純利益 （円） 7.46 14.96

　（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

2 【事業の内容】

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第2 【事業の状況】

1 【事業等のリスク】

　当第2四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

　（1）財政状態及び経営成績の状況

当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染症法上の分類が5類に移行され、

社会経済活動の正常化が一段と進むなか、個人消費も持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな回復を見せまし

た。一方、物価上昇に賃金の伸びが追い付かない状況が続いており、個人消費の下押しリスクが懸念されるな

ど、先行きは不透明な状況にあります。

当社海外グループの事業エリアであるアジア経済については、東南アジアを中心に景気は概ね堅調に推移した

一方で、東アジアについては全体として景気回復の遅れが見られました。

このような経済状況のもと、当社グループは2027年のありたい姿「VISION2027」実現のための「変革・挑戦」

期と位置づけた中期経営計画の経営基本方針に基づき諸施策を推進しております。経営基本方針は次のとおりで

あります。

 

経営基本方針

・ニューノーマルにおけるカテゴリー戦略の進化・挑戦と

　ブランド価値向上を徹底できる全社マーケティング革新

・インドネシア事業再生のスピーディな完遂と海外事業のビジネスモデル革新

・デジタライゼーションとオープンイノベーションによる新価値創造企業への転換

・サステナブル経営を中核とした企業価値向上とお役立ちの進化

 

当第2四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

（財政状態）

当第2四半期連結会計期間末の資産合計は、現金及び預金の増加などにより94,562百万円となり、前連結会計年

度末に比べ3,557百万円増加いたしました。負債合計は、流動負債のその他に含まれる未払金が減少したことなど

により19,351百万円となり、前連結会計年度末に比べ469百万円減少いたしました。また、純資産合計は、為替換

算調整勘定の増加などにより75,210百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,026百万円増加し、自己資本比率は

72.4％（前連結会計年度末は71.6％）となりました。

 

（経営成績）

当第2四半期連結累計期間の売上高は37,133百万円（前年同四半期比13.7％増）となりました。これは主として

海外その他における売上高が好調に推移したことによるものであります。

営業利益は1,645百万円（前年同四半期比58.4％増）となりました。これは主として海外その他における売上総

利益の増加によるものであります。この結果、経常利益は2,064百万円（同51.5％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は1,584百万円（同62.6％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績（売上高は外部顧客への売上高）は次のとおりであります。

日本における売上高は19,925百万円（前年同四半期比6.0％増）となりました。これは新型コロナウイルスの感

染症法上の分類が5類に移行したことなどにより、社会経済活動の正常化が一段と進み、生活者の外出機会が増加

したことで、男性事業の「ギャツビー」ブランドや女性事業の「ビフェスタ」ブランドの売上高が好調に推移し

たことによるものであります。利益面においては、主として春夏新製品へのマーケティング投資に伴う広告宣伝

費の増加により、営業利益は364百万円（同46.5％減）となりました。

インドネシアにおける売上高は6,570百万円（前年同四半期比7.9％増）となりました。これは主として円安に

より売上高の円換算額が増加したことによるものであります。利益面においては、主として原価率が悪化したこ

とにより、営業損失は721百万円（前年同四半期は370百万円の営業損失）となりました。

海外その他における売上高は10,637百万円（前年同四半期比36.8％増）となりました。これは主としてマレー

シアの女性事業をはじめとして東南アジア各国で売上高が増加したことによるものであります。利益面において

は、主として売上総利益の増加により、営業利益は2,002百万円（同174.9％増）となりました。
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　（2）キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

3,320百万円増加し、当第2四半期連結会計期間末には20,802百万円となりました。

当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は4,334百万円（前年同四半期は3,794百万円の収入）となりました。主な内訳

は、税金等調整前四半期純利益2,275百万円および減価償却費2,233百万円による増加であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は950百万円（前年同四半期は516百万円の支出）となりました。主な内訳は、有

形固定資産の取得による支出810百万円による減少であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,065百万円（前年同四半期は1,018百万円の支出）となりました。主な内訳

は、配当金の支払額853百万円による減少であります。

 

　（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

　（4）経営方針・経営戦略等

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

　（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

　（6）研究開発活動

当第2四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は707百万円であります。

なお、当第2四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

3 【経営上の重要な契約等】

　当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第3 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 81,969,700

計 81,969,700

 

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,269,212 48,269,212
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 48,269,212 48,269,212 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2023年7月1日～

2023年9月30日
－ 48,269 － 11,394 － 11,235
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（5）【大株主の状況】

  2023年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 6,041 13.43

公益財団法人西村奨学財団 大阪市中央区十二軒町5番12号 3,600 8.01

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8番12号 3,099 6.89

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
（常任代理人 香港上海銀行）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
（東京都中央区日本橋3丁目11番1号）

1,858 4.13

西村元延 堺市西区 1,415 3.15

マンダム従業員持株会 大阪市中央区十二軒町5番12号 1,400 3.11

THE BANK OF NEW YORK 134105
（常任代理人 株式会社みずほ銀行）

BOULEVARD ANSPACH 1, 1000 BRUSSELS,
BELGIUM
（東京都港区港南2丁目15番1号）

881 1.96

BNP PARIBAS LUXEMBOURG/2 S/
JASDEC/JANUS HENDERSON HORIZON
FUND
（常任代理人 香港上海銀行）

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-
HESPERANGE, LUXEMBOURG
（東京都中央区日本橋3丁目11番1号）

685 1.52

M・Nホールディングス株式会社 堺市西区浜寺昭和町3丁358番地 570 1.27

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 510443
（常任代理人 株式会社みずほ銀行）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都港区港南2丁目15番1号）

536 1.19

計 － 20,087 44.67

　（注）1．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　6,041千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　3,099千株

2．M・Nホールディングス株式会社は、当社代表取締役会長西村元延氏、当社代表取締役社長執行役員西村健氏

およびその2名の親族が株式を保有する資産管理会社であります。

3．2023年4月17日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、グランサム、マヨ、ヴァン　オッテ

ルロー　アンド　カンパニー　エルエルシーが2023年4月10日現在で以下の株式を保有している旨が記載され

ているものの、当社として2023年9月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主

の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

グランサム、マヨ、ヴァン

オッテルロー　アンド

カンパニー　エルエルシー

アメリカ合衆国　マサチューセッツ州

02109、ボストン、ステート・ストリート

53

2,425 5.02

計 － 2,425 5.02
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4．2022年12月6日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友トラスト・ア

セットマネジメント株式会社と日興アセットマネジメント株式会社の共同にて2022年11月30日現在で以下の

株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2023年9月30日現在における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社
東京都港区芝公園一丁目1番1号 1,922 3.98

日興アセットマネジメント

株式会社
東京都港区赤坂九丁目7番1号 1,071 2.22

計 － 2,993 6.20
 
5．2023年6月2日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、リンゼル・トレイン・

リミテッドが2023年5月26日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2023年

9月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

リンゼル・トレイン・

リミテッド

英国ロンドン、バッキンガム・ゲート66、

5階
1,197 2.48

計 － 1,197 2.48

 

（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,300,600 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,931,800 449,318 同上

単元未満株式 普通株式 36,812 －
1単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  48,269,212 － －

総株主の議決権  － 449,318 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権4個）含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

    2023年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社マンダム
大阪市中央区

十二軒町5番12号
3,300,600 － 3,300,600 6.84

計 － 3,300,600 － 3,300,600 6.84

　（注）当第2四半期会計期間末日現在の自己株式数は3,300,602株であります。
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2 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

2．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間（2023年7月1日から2023年9月

30日まで）及び第2四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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1 【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2023年9月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,493 25,187

受取手形及び売掛金 11,196 11,293

商品及び製品 11,744 11,040

仕掛品 480 517

原材料及び貯蔵品 3,303 3,819

その他 1,362 1,364

貸倒引当金 △6 △7

流動資産合計 49,573 53,215

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,706 15,673

機械装置及び運搬具（純額） 6,188 5,765

その他（純額） 2,563 2,844

有形固定資産合計 24,458 24,283

無形固定資産   

のれん 2,820 2,770

その他 4,061 3,772

無形固定資産合計 6,882 6,542

投資その他の資産   

投資有価証券 8,302 8,744

その他 1,795 1,784

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 10,090 10,521

固定資産合計 41,431 41,347

資産合計 91,005 94,562
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2023年9月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,632 3,094

短期借入金 142 130

未払法人税等 414 618

賞与引当金 1,085 1,137

その他の引当金 49 41

その他 8,462 7,713

流動負債合計 13,786 12,734

固定負債   

退職給付に係る負債 2,775 3,234

その他 3,259 3,381

固定負債合計 6,034 6,616

負債合計 19,820 19,351

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,394 11,394

資本剰余金 11,086 11,084

利益剰余金 47,807 48,537

自己株式 △6,590 △6,583

株主資本合計 63,698 64,433

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,967 4,011

為替換算調整勘定 △2,701 △161

退職給付に係る調整累計額 161 148

その他の包括利益累計額合計 1,426 3,998

非支配株主持分 6,058 6,779

純資産合計 71,184 75,210

負債純資産合計 91,005 94,562
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間

(自　2022年4月1日
  至　2022年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2023年4月1日

  至　2023年9月30日)

売上高 32,652 37,133

売上原価 18,518 21,298

売上総利益 14,134 15,835

販売費及び一般管理費 ※ 13,095 ※ 14,189

営業利益 1,038 1,645

営業外収益   

受取利息 104 182

受取配当金 47 50

持分法による投資利益 113 231

為替差益 47 －

その他 101 65

営業外収益合計 414 529

営業外費用   

支払利息 10 10

コミットメントフィー 5 4

為替差損 － 78

その他 75 16

営業外費用合計 91 111

経常利益 1,362 2,064

特別利益   

固定資産売却益 3 206

投資有価証券売却益 24 6

特別利益合計 28 213

特別損失   

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 2 1

投資有価証券評価損 － 0

事業構造改善費用 62 －

特別損失合計 65 1

税金等調整前四半期純利益 1,324 2,275

法人税等 372 716

四半期純利益 952 1,558

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △21 △25

親会社株主に帰属する四半期純利益 974 1,584
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【四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間

(自　2022年4月1日
  至　2022年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2023年4月1日

  至　2023年9月30日)

四半期純利益 952 1,558

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 329 44

為替換算調整勘定 4,026 3,236

退職給付に係る調整額 △33 △6

持分法適用会社に対する持分相当額 187 107

その他の包括利益合計 4,510 3,381

四半期包括利益 5,463 4,940

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,661 4,155

非支配株主に係る四半期包括利益 801 784
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間

(自　2022年4月1日
  至　2022年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2023年4月1日

  至　2023年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,324 2,275

減価償却費 2,466 2,233

のれん償却額 122 129

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 412 21

受取利息及び受取配当金 △151 △233

為替差損益（△は益） △203 116

持分法による投資損益（△は益） △113 △231

投資有価証券売却損益（△は益） △24 △6

固定資産売却損益（△は益） △3 △206

売上債権の増減額（△は増加） 437 462

棚卸資産の増減額（△は増加） △469 1,125

仕入債務の増減額（△は減少） 274 △638

未払金の増減額（△は減少） △556 △473

その他 22 449

小計 3,518 5,024

利息及び配当金の受取額 138 201

利息の支払額 △10 △10

事業構造改善費用の支払額 － △645

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 147 △235

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,794 4,334

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,307 △1,423

定期預金の払戻による収入 1,618 1,278

有形固定資産の取得による支出 △706 △810

無形固定資産の取得による支出 △188 △157

有形固定資産の売却による収入 4 209

投資有価証券の取得による支出 △4 △54

投資有価証券の売却及び償還による収入 70 7

その他 △3 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △516 △950

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △21 △24

自己株式の取得による支出 △0 －

リース債務の返済による支出 △125 △128

配当金の支払額 △813 △853

非支配株主への配当金の支払額 － △58

連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出
△57 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,018 △1,065

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,268 1,001

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,527 3,320

現金及び現金同等物の期首残高 16,015 17,481

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 19,542 ※ 20,802
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当社は当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第2四半期連結累計期間

（自 2022年4月1日
　　 至 2022年9月30日）

　当第2四半期連結累計期間
（自 2023年4月1日

　　 至 2023年9月30日）

販売促進費 931百万円 1,194百万円

広告宣伝費 1,398 1,952

運送費及び保管費 1,673 1,822

報酬及び給料手当 3,563 3,243

賞与引当金繰入額 794 863

減価償却費 705 691

のれん償却額 122 129

研究開発費 662 707

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
（自 2022年4月1日
 至 2022年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自 2023年4月1日
 至 2023年9月30日）

現金及び預金勘定 23,679百万円 25,187百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △4,137 △4,385

現金及び現金同等物 19,542 20,802
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　2022年4月1日　至　2022年9月30日）

1．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年6月24日

定時株主総会
普通株式 809 18.00 2022年3月31日 2022年6月27日 利益剰余金

 

2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間末

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月2日

取締役会
普通株式 854 19.00 2022年9月30日 2022年12月1日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　2023年4月1日　至　2023年9月30日）

1．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年6月23日

定時株主総会
普通株式 854 19.00 2023年3月31日 2023年6月26日 利益剰余金

 

2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間末

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月31日

取締役会
普通株式 899 20.00 2023年9月30日 2023年12月1日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自2022年4月1日 至2022年9月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
 

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2 日本 インドネシア 海外その他 計

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
18,790 6,089 7,773 32,652 － 32,652

外部顧客への売上高 18,790 6,089 7,773 32,652 － 32,652

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,583 1,774 167 4,525 △4,525 －

計 21,373 7,863 7,941 37,178 △4,525 32,652

セグメント利益

又は損失（△）
681 △370 728 1,038 － 1,038

（注）1．セグメント売上高の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　　2．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自2023年4月1日 至2023年9月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
 

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2 日本 インドネシア 海外その他 計

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
19,925 6,570 10,637 37,133 － 37,133

外部顧客への売上高 19,925 6,570 10,637 37,133 － 37,133

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,628 2,268 173 5,070 △5,070 －

計 22,554 8,838 10,811 42,203 △5,070 37,133

セグメント利益

又は損失（△）
364 △721 2,002 1,645 － 1,645

（注）1．セグメント売上高の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　　2．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がないため、

記載しておりません。

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がないため、

記載しておりません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（1株当たり情報）

　1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
（自　2022年4月1日
 至　2022年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2023年4月1日
 至　2023年9月30日）

1株当たり四半期純利益 21円66銭 35円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
974 1,584

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
974 1,584

普通株式の期中平均株式数（千株） 44,974 44,966

（注）　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

2 【その他】

　2023年10月31日開催の取締役会において、第107期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　　　　899百万円

②　1株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　 2023年12月1日

　（注）　2023年9月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

株式会社マンダム(E01027)

四半期報告書

18/21



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

   2023年11月9日

株式会社マンダム    

　
 

 取締役会　御中  

　
 

 有限責任監査法人トーマツ  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石井　尚志

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野出　唯知

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マンダム

の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2023年7月1日から2023年9月30日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マンダム及び連結子会社の2023年9月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）1．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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